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１　研究の背景と目的

大学進学率がはじめて50％を超えてから既に10年
以上が経過し，日本の大学は「大衆化」したといえる。

大学への進学は，高等学校卒業後の進路として一般化

し，学生の質の変容から，大学に求められる役割も変

化しつつある。一方で，大学進学者の量的拡大は一段

落し，18歳人口の減少に伴い進学者数は減少傾向に
ある。この傾向は今後さらに拡大することが予想さ

れ，大学が十分な人員を確保し，質の高い教育を維持

していくためには，18歳という伝統的学生以外にも

門戸を開く必要があることが指摘されている。

また，近年「人生100年時代」が謳われる中で，社
会人学生等の学び直しやリカレント教育への関心も高

まっている。これまで浸透してきた生涯学習という文

脈にとどまらず，労働との接続への意識も高まり，そ

の有用性が認識されつつある。中央教育審議会大学分

科会大学規模・大学経営部会が，2010年に「多様な年
齢層の者を学生として受け入れることは，個人の学ぶ

意欲に応えるとともに，我が国の発展や成長といった

観点で極めて重要な課題である」１
)
と指摘しているよ

うに，多様な学生を受け入れることは，単に定員の充

足や，個人のスキルアップに限らず，社会の発展とい

う観点で見てもメリットがあることが認識されてい

る。

しかしながら，こうした「非伝統」学生が大学に通

うことについて，必要性が認識され，共有されている

にもかかわらず，その規模は拡大していない。そこで，

本稿では，日本の大学における年齢的「非伝統」学生

を，高等教育政策の観点から検討し，「非伝統」学生

に関する議論や政策がどのように展開されてきたかを

確認し，規模拡大の阻害要因を探りたい。

なお，年齢的「非伝統」学生は，伝統的な18歳学生
以外の年齢の学生を指す語である。本来，社会人学生

だけでなく，専門学校や短期大学，大学卒業後などに

入学する学生など，一般的な学齢を超過した学生すべ

てを包摂する概念である。しかし，本稿で検討する政

策としては社会人学生を対象としたものが主であるた
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め，本稿では，社会人学生と年齢的「非伝統」学生を

同義として扱いたい。

本研究の構成は次のとおりである。第２章では，本

稿で取り扱う「非伝統」学生の実際を数値で捉える。

第３章では，社会人学生に関連する政策文書と制度を

整理する。第４章では考察を，第５章では結論と課題

を述べる。

２　「非伝統」学生の実際

　文部科学省「学校基本調査」によれば，2020年度の
学部入学者635,003人のうち，18歳が496,659人と最も
多く，次いで19歳が105,791人，20歳が18,588人と続
く。入学者のうち97.8%が18～20歳であり，21歳以上
の入学者は13,921人（2.2%）であった２)

。日本の大学

は18歳から20歳までの入学者がほとんどを占めてお
り，年齢的な偏りが大きい。また，OECDによれば，
2017年の加盟国における大学入学者（学士課程）の平
均年齢は22歳であるが，日本の平均入学年齢は18歳
で，対象となった23カ国のうち，大学入学の平均年齢
が最も低かった３)

。さらに，同組織による2018年の報
告書では，日本で過去１年間に公的 /非公的な教育訓
練を受けた成人の割合は，どの雇用形態でも小さく，

世界的に見ても成人学生が少ない４)
ことが示された。

世界的に少ないとされる日本の成人学生は，どのよ

うに大学で学んでいるのか。学ぶ方法として，学部・

大学院といった正規課程に通う場合と，非正規課程で

学ぶ場合が考えられる。以下ではそれぞれの学生数を

確認する。

社会人の大学学部入学者は，2001年の約1.9万人を
ピークに，その後減少している。2015年頃からは回復
傾向にあり，近年は1.5万人前後で推移しているが，
学部への入学者全体からすると，約３%程度にとどま
る。大学院（修士課程・博士課程，2003年からは専門
職学位課程を含む）では2010年の約1.9万人をピーク
に，その後微減し1.7万人前後を推移している。2003
年の専門職学位課程設置以降入学者が増加している

（図１）。

　非正規課程については，科目等履修生数と履修証明

プログラムの証明書交付人数を確認する。1990年代
に導入された科目等履修生制度は，長年多くの社会人

学生を受け入れてきた。主に社会人を対象として2008
年に導入された履修証明プログラムは，大学での社会

人学生等の学びの新たな選択肢となった。

　科目等履修生は，30,000人を超える履修生があった

2014年を除き，全体的には15,000～17,000人前後で推移
している（図２）。このうち社会人５)

の割合は，約60％
程度である。2014年については，84%が社会人であっ
たことから，全体数増加の理由は社会人の履修者増加

によるものであると考えられる６)
。2008年から導入され

た履修証明プログラムは，毎年3,000～5,000人程度を受
け入れ，そのおよそ60～70％に証明書を交付している。
2017年までは受入数，証明書交付数ともに増加傾向に
あったが，2018年には微減している（図３）。
　学び直しやリカレント教育について，その必要性が

認識されているとしながら，正規課程では学部・大学

院ともに増加傾向にはなく，非正規課程でも科目等履

修生は減少傾向にあることが分かった。履修証明プロ

グラムの証明書交付人数は，この10年間で増加してい
るものの，約3,500人にとどまっている。
　社会人等の年齢的「非伝統」学生が増加していない

要因は，先行研究では大きく３つのアクターにあると

考えられてきた。１つは個人に，２つ目は企業に，３

図２．科目等履修生の受入れ人数（2001-2018）

図１ ．大学正規課程（学部・大学院）における社会
人学生数（2001-2020)
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な政策展開が求められるとした。また，学び直しにつ

いての政策や「社会人」という語に内包される人々の

多様性に着目した奥村（2019）13)は，筆者の関心に近
いものである。しかしながら，政策文書に描かれた

「非伝統」学生の実際と，それを受けて実行された施

策や支援の実態を重ね合わせて経時的に記述した研究

はあまり見られない。

本稿では，社会人学生等の「非伝統」学生が増えな

い要因について，主に大学側の要因に着目し，政策文

書に描かれた成人学生と，大学に対して行われてきた

施策や支援の変遷を整理したうえで，今後の成人学生

の受入れ方策を提案することを目指す。その際には，

「非伝統」学生の多様性に留意しながら，検討を進める。

Ａ.「非伝統」学生への関心
　年齢的「非伝統」学生についての研究動向を確認す

る。まずは論文数の変化から傾向を読み取りたい。

2021年 ７ 月13日 に， 国 立 情 報 学 研 究 所『CiNii 
Articles』を用いて，2001～2020年の期間で「非伝統」
学生に関わるキーワードとして「社会人学生」「リカ

レント教育」「成人教育」「学び直し」を検索した14)。

特に「学び直し」については，顕著な結果が見られ

た。2001年～2007年の７年間で６件であったものが，
2008年から2010年の間には１年間に20～30件の論文
が発表されるまでに増加した。その後また減少する

が，2016年以降は論文数が増加し続けた。「社会人学
生」についても，2008年には約30件の論文が発表され
るなど，大きな変化がみられた。「非伝統」学生の学

びについては，2007～2008年に議論が進展したきっ
かけがあったと考えられる。「成人教育」は2010年に

つ目は大学に原因があるとするものである。これらの

研究の多くは，複数のアクターに着目し，複合的な要

因として検討している。

個人については，今津ら（2018）７)
が一般人の社会

人を対象におこなった質問紙調査や，出相（2016）８)

の専門職大学院に通う社会人学生を対象としたインタ

ビュー調査など，進学に際する阻害要因を明らかにし

たものがある。個人の意識や意欲などの問題に加え，

社会人学生は仕事や家事等による時間的・経済的・物

理的な制約があることにより，高等教育機関での学び

直しが阻害されているというものである。時間的・物

理的な課題については，時間や場所を問わないプログ

ラムや大学（大学院）の設置など，様々な施策が取ら

れてきた。また経済的な課題についても，個人向けの

「教育訓練給付金」などが導入されているが，依然と

して学生にとって経済面の不安は大きな問題である。

企業側の課題については，広く労働市場や経済の状況

と絡めて議論した研究もある。また，吉田（2018）９)

らは，社会人学生の再学習促進のためには，企業側と

大学側の連携の必要があるとしている。最後が大学側

の原因である。これまで見てきたように，大学内にお

ける社会人学生の存在が共有され，受入れのための施

策は多数実施されている。社会人学生受入れのための

施策や大学への支援を整理したものには，塩見

（2018）10)や一色（2021）11)によるものなどがある。し
かし，こうした施策があっても，社会人学生の受入れ

を積極的に行う大学は一部にとどまっている。こうし

た状況の打開策として，塚原・濱名（2017）12)は，個
別大学の取り組みを奨励する政策だけでなく，構造的

図３ ．履修証明プログラムの証明書交付人数と交付
率（2008-2018）

図４ .「非伝統」学生についての論文数の変化（2001-
2020）
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大幅な増加がみられる以外は，毎年20～30件程度が発
表されている。2010年の増加は，2009年の「第６回
ユネスコ国際成人教育会議」に関連する論文が多く見

られた影響がある。「リカレント教育」は2018年の以
降急激に増加がみられ，ここ数年間は30～40件の論文
が発表されている（図４）。

以上から，「2007・2015・2018年」の３つのタイミ
ングで論文数に変動がみられることが分かった。

2007年は教育基本法が改正され，大学の基本的役割が
示された。第７条に「大学は，学術の中心として，高

い教養と専門的能力を培うとともに，深く真理を探究

して新たな知見を創造し，これらの成果を広く社会に

提供することにより，社会の発展に寄与するものとす

る」と明記された。教育基本法改正を受け，2008年か
らは前述した履修証明制度が導入されるなど，制度の

転換がなされた時期であった。また，2007年には文部
科学省の「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プロ

グラム」が開始された。2015年には「職業実践力育成
プログラム（BP）」が新たに導入され，職業における
実践的な知識の学び直しの重要性が意識された。

2018年は，前年の2017年に首相官邸に「人生100年時
代構想会議」が発足し，リカレント教育への議論が進

展したタイミングであり，就業者を中心とした社会人

の学び直しに対する政策が発表された。論文数の変化

には，以上のような影響があると考えられる。本稿で

次章以降検討を進める際には，この３つの時点に着目

し，議論の展開を確認する。

３．高等教育政策に描かれた「非伝統」学生

前章では，学術分野における年齢的「非伝統」学生

についての関心の変化を，論文数を元にして示してき

た。本章では，その関心の変化が起きたと推測される

時期にあたる文部科学省中央教育審議会の答申を確認

し，そこに描かれた方針や方策について検討する。こ

れらの答申を「非伝統」学生への言及という側面から

検討したい。

Ａ．政策文書からみた姿

日本における社会人に対する高等教育は，1983年
設置の放送大学など，学生の受講場所や時間の制約が

少なくなる形で提供されてきた。1991年には，臨時教
育審議会答申（1987年）及びこれを踏まえて同年にま
とめられた文部省大学審議会答申（「大学教育の改善

について（答申）」）に基づき，社会人の大学入学に関

する制度の大幅な弾力化・多様化が行われた。

1998年度には，大学審議会から「21世紀の大学像と
今後の改革方策について（答申）」が出された。社会の

高度化，複雑化が進行するにつれて，「高度の専門的知

識・能力を身に付けた高等教育修了者への人材需要が

高まっていく」とした上で，以下のように指摘した。

…（前略）個人の職業能力等の向上を支援する高等

教育の再学習機能の強化が求められるようになって

いく。これに伴い，社会人が必要に応じて高等教育

機関において学習を行いその成果をもって更に活躍

するという，高等教育機関と産業界等との往復型社

会へ大きく転換していく15)。

大学をはじめとする高等教育機関に対し，再学習機

能，つまり「学び直し」の場としての機能の強化を求

めると同時に，社会人がそれらを利用して，職業能力

の向上を図っていくことが目指されている。ここに，

社会人の「再教育」の場，「学び直し」の場としての

大学が明言されるに至った。また，ここで示される

「往復型社会」こそが，いわゆる「リカレント」概念

を反映したものであるといえる。もちろん，多様な学

生が学ぶ場としての大学像には，社会人の「学び直し」

や「再教育」以外の文脈も提示されている。それは，

これまでに見られた生涯学習の視点，高齢化の視点に

基づくものである。高齢化の進展とともに人々の「知

的探求心にこたえて必要なときにいつでも学習でき

る」場を用意することが重要である，との立場から，

前述の現役社会人の職業能力向上を目指した教育とは

異なる，引退後の知的好奇心に応えるというニーズの

存在も変わらず重視されていた。

　ここからは2001年以降に公表された高等教育政策
の中で，「非伝統」学生に言及がある答申を概観した

い。高等教育機関の中でも，特に大学について述べた

ものに検討する。まずは，2001年以降，2020年まで
に発表された，大学・大学院における社会人等の「非

伝統」学生に言及のある答申の一覧を示す（表１）。

　この時期になると，生涯学習の観点から大学内に「非

伝統」学生が存在するケースは共有化され，そのうえ

でどのような制度を展開させていくのかという具体的

な施策も見えるようになる。また，大学における多様

な学生の存在を認めるだけでなく，積極的に受け入れ

ようという動きも確認できる。一方で，「新時代の大学

院教育（答申）」（2005年），「グローバル化社会の大学
院教育（答申）」（2011年）など，社会人学生について
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の施策が具体的に描かれているものは，主に大学院段

階が中心であった。その中でも，2005年，2008年，
2018年の答申は大学全体における社会人学生について
述べた答申であったため，本章で細かく確認する。

2002年の「大学等における社会人受け入れの推進方
策について（答申）」では，長期履修制度が認められ，

標準修業年限を超えた履修を認めることとなった。同

年には複数の答申が発表されており，その中でも「新

しい時代における教養教育の在り方について（答申）」

「法科大学院の設置基準等について（答申）」では，い

ずれも大学における社会人学生の存在について言及が

あった。前者では，「大人が教養を高めるために学ぶ

機会を充実する」ことが掲げられ，社会における学び

の継続に加えて，大学や専修学校等での社会人受け入

れの拡大や，場所や時間を問わない学習機会の提供，

経済的支援の必要性16)などが指摘された。後者では，

法科大学院の入学者としての社会人について，「広く

門戸を開放すべき」であるとした。さらに，場所や時

間を問わない履修の選択肢として，夜間や通信制大学

院等についても積極的に検討する17)とされた。

１ ）平成17年中央教育審議会答申「我が国の将来像
について」

この「将来像」答申では，大学の量的側面は「需要

はほぼ充足された」とし，ユニバーサル段階の高等教

育が実現しつつあるとしたうえで，分野や水準の面に

おいても「誰もがいつでも自らの選択により学ぶこと

のできる高等教育の整備，すなわち，学習機会に着目

した『ユニバーサル・アクセス』の実現が重要な課題

である」とした。さらに，社会人学生について「今後

の我が国において，個人が自己啓発を図り，より一層

豊かで潤いのある人生を送ることを目指して，人々の

多様な生涯学習需要は増大する傾向にあることから，

社会人が高等教育機関で学ぶ機会もますます増大して

いくものと考えられ，この意味でも『ユニバーサル・

アクセス』の実現が求められている18)」とした。

　こうして，大衆化し，量的側面での需要が満たされ

た大学において，「ユニバーサル・アクセス」を実現

するためには，18歳の伝統的学生以外の学びを保障
することが必要であると明言された。そして，生涯学

習の観点から高等教育機関に社会人学生が入学するこ

とについて，今後ますますその機会が拡大するであろ

うと示唆した。同年に発表された「新時代の大学院教

育（答申）」は，大学院段階における社会人学生につ

いて，修士課程・博士課程・専門職学位課程での受け

入れ方策や環境整備などを具体的に提唱した。

２ ）平成20年中央教育審議会答申「学士課程教育の
構築に向けて」

　「将来像答申」を受けて，大学学部段階の学びを学

士課程と位置付け，その学修の在り方について公表し

たものが，いわゆる「学士課程答申」である。社会人

学生等の年齢的「非伝統」性を有する学生について言

及しているのもこの答申の特徴である。「時間の融通

のきかない社会人が働きながら学んでいくためには，

空間的及び時間的制約を受けない環境，例えば，在宅

のまま夜間に学べる環境を整えていくことが重要な課

題である19)」とし，学修機会の確保だけでなく，その

提供の仕方にも言及した。

また，前年2007年には，教育基本法の改正に伴い，
履修証明制度が導入された。これは，学生を対象とす

る学位プログラムの他に，社会人等の学生以外の者を

対象とした一定のまとまりのある学習プログラムを開

設し，その修了者に対して法に基づく履修証明書を交

付できるとしたものである20)。正規課程にとどまらな

い，大学での学びの提供方法が多様化しつつあるのが

この時期である。同年2008年２月に発表された「新し
い時代を切り拓く生涯学習の振興方策について（答

申）」では，履修証明制度の活用と，「再チャレンジ支

援」として社会人のキャリアアップや地域活動への参

加に役立つ実践的な教育プログラムの開発と，その普

表１．「非伝統」学生に言及した文部科学省中央教育
審議会答申
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及を図る重要性を指摘した。

　2014年の「新しい時代にふさわしい高大接続の実現
に向けた高等学校教育，大学教育，大学入学者選抜の

一体的改革について（答申）」では，「大学への入学に

ついても，高等学校卒業後に入学する道だけではな

く，編入学や転入学，社会に出た後の学び直しも含め

た社会人入学など多様な道を開くことにより，容易に

進路を変更でき，生涯を通じて学修に取り組める環境

を実現する21)」とし，「非伝統」学生について，多様

な在り方を想定した記述があった。

３ ）平成30年中央教育審議会答申「2040年に向けた
高等教育のグランドデザイン」

本答申は「グランドデザイン答申」と呼ばれ，2040
年までの高等教育の在り方を述べたものである。この

答申では「多様」をキーワードに，様々な学生を受け

入れる方針が示されている。以下の記述は，その方針

を端的に示すものである。

「多様な価値観が集まるキャンパス」となるために

は，「18 歳で入学してくる日本人学生を中心とした
教育体制（18歳中心主義）」…（中略）…から脱却し，
「多様な学生」を受け入れることのできる体制を整

備する（後略）

人生100年時代を見据え，様々な年齢や経験を持つ
学生が相互に刺激を与えながら切磋琢磨するキャン

パスを実現するためには，高等教育機関には多様な

年齢層の多様なニーズを持った学生に教育できる体

制が必要となり，リカレント教育の重要性が増して

いくこととなる22)。

18歳の学生中心の教育体制を「18歳中心主義」と位
置づけ，本稿で言う「非伝統」学生を積極的に受け入

れる方針を打ち出している。このような明確な指摘

は，これ以前の答申では示されてこなかった。また，

成人学生の学びが，「学び直し」「リカレント教育」と

して論じられるにつれて，労働との関連が強く打ち出

されるようになった。

近年，文部科学省と厚生労働省，さらには経済産業

省が連携してリカレント教育の課題に取り組むケース

が見られる。前年の2017年に首相官邸に「人生100年
時代構想会議」が発足し，会議を受けて2018年に『人
づくり革命　基本構想』が発表されたことの影響が大

きいものと考えられる。この構想では，リカレント教

育について「より長いスパンで個々人の人生の再設計

が可能となる社会を実現するため，何歳になっても学

び直し，職場復帰，転職が可能となるリカレント教育

を抜本的に拡充する」「リカレント教育の受講が職業

能力の向上を通じ，キャリアアップ・キャリアチェン

ジにつながる社会をつくっていかなければならない」

としている。支援策として挙げられた「産学連携によ

るリカレント教育」では，「新規かつ実践的で雇用対

策として効果的で必要性の高い」プログラムについて

集中的に支援するとした。技術者や実務家教員の養

成，また在職者向けの教育訓練として夜間・土日の

コースを推進するとともに，民間の教育機関（大学・

専門学校等）に委託を進めると示した23)。現在は，成

人学生の学びとしては，「新規かつ実践的で雇用対策

として効果的で必要性の高い」分野を学び，キャリア

アップやキャリアチェンジ，また職場復帰などを目指

すような学習が想定されていることが見て取れる。ま

た，特に女性の復職支援についても言及があった。

はじめは生涯学習の観点から，社会人等成人が高等

教育機関で学ぶ場を確保することが目指されてきた

が，徐々に職業との関連が強くなり，実践的なプログ

ラムの提供が行われたことが分かった。また，大学生

の量的拡大に伴い，「ユニバーサル・アクセス」が意

識されるにつれて，成人学生の存在を考える際に，大

学内の多様性の議論に発展していることがわかった。

Ｂ．成人学生受入れに関わる制度

　上述の政策の議論の結果として充実してきた社会人

学生を受け入れる方策として，これまでに行われてき

た施策を整理した（表２）。

　これまでの成人学生受け入れのための施策は，「社

会人であっても通える制度」を目指して行われた。は

じめは，1983年に実現した放送大学など，通信制大学
で場所や時間の制約の少ない形での提供が実行され

た。1991年には，臨時教育審議会の答申（1987年）
及びこれを踏まえて同年にまとめられた大学審議会の

答申（「大学教育の改善について（答申）」）に基づき，

社会人の大学入学に関する制度の大幅な弾力化・多様

化がおこなわれた。これに伴い，社会人のために特別

の定員枠を設ける，入学選抜において配慮を行う大学

が増加した。こうした取り組みにより，夜間学部及び

夜間大学院が増加するなどの変化も生じた24)。また，

専門職大学院の設置や社会経験を考慮した選考の実

施，標準修業年限の弾力化は社会人であっても短期

で，負担が少なく通うことができることを目的とした

施策である。
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　提供されてきた制度は正規課程に限らない。1991
年に導入された「科目等履修生」制度は，当該大学以

外の学生の者に，パートタイム形式による大学教育を

受ける機会を広く認め，その履修成果に単位を与える

ことができる制度である。現在では95%以上の大学に
設置され，社会人以外にも高校生や大学院生，短期大

学生などが利用している25)。「履修証明プログラム」

は2008年から開始され，主に社会人をターゲットとし
て展開した。この10年間で開設校，交付人数共に増加
傾向にある。2019年以降に開始されるプログラムに
ついては，プログラムそのものが単位認定されること

となった。

Ｃ．成人学生受入れに関する大学への支援

１ ．文部科学省予算からみる大学に対する受入れ
支援

　社会人学生をはじめとする成人学生受け入れのため

の方策としては，他にも大学に対する支援が考えられ

る。文部科学省の予算を元に，その支援の在り方につ

いて確認する（表３）。

　文部科学省の予算を見ると，これまでに社会人学生

等の成人学生受け入れのために行われてきた施策は，

労働と密接に関連していることが分かる。2007年ご
ろには「再チャレンジ」という言葉が多用され，主婦

や若者が学び直し，新たに働くための教育訓練の意味

で用いられた。2015～2018年では，男女共同参画の
観点から，特に女性のキャリアに対する支援としての

「学び直し」が重視され，支援がなされた。「人生100
年時代構想会議」後の2018年以降は項目が増え，「社
会人」「女性」の学び直しのプログラムに対する支援

に加え，「社会人の学びの情報アクセス改善に向けた

実践研究」によって学び直しに関するポータルサイト

を設立するなど，成人学生の学び直しに対して新たな

アプローチが見られた。また，「Society5.0」に対応で
きる人材の育成にも力が入れられていた。放送大学に

ついても，リカレント教育の観点から「業界団体や学

協会等と連携し，実務型講座を含む，社会的な需要が

高まっている分野の講座を充実する26)」目的での支援

が行われた。

2015年には「職業実践力育成プログラム（BP)」が
導入された。大学等における正規課程と履修証明プロ

グラムで，主に社会人向けの実践的・専門的な課程と

表２．社会人受入れ施策の変遷 表３．文部科学省の予算における成人学生向けの施策

注１ ）放送大学補助金は2018年以降に登場するが，それ以前にも交
付されている。

注２ ）専修学校のみを対象としたものは除く。
文部科学省「予算（案）の主要事項」より筆者作成。
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して文部科学大臣が認定したものを指す。2021年４
月時点で314課程が対象となっているが，制度として
の認知度は十分ではないなど課題も残っている。

３つの転換点については，2007年から「再チャレン
ジ」として働くための「学び直し」が重視され，多額

の予算が用意されたこと，2015年には「職業実践力プ
ログラム（BP）」が導入されたこと，2018年以降は予
算項目が増えたことが挙げられる。

２ ．私立大学等経常補助金特別補助からみる私立
大学への支援

　私立大学への補助金も，大学に対する支援の一つで

ある。日本私立学校振興・共済事業団　私学振興事業

本部のホームページを利用し，2021年現在確認でき
る2003年度～2020年度の私立大学等経常補助金の交
付状況について調べた。ここから，私立大学等経常費

補助金の特別補助の中で，社会人学生等の受入れに関

するカテゴリにどのようなものがあり，交付状況がど

のように変化しているかについて確認する。

まずはカテゴリについてだ。2005年度以前は「生涯
学習推進特別経費」カテゴリの中に，「社会人の受入

れ」というカテゴリが設けられていた。正規課程につ

いては学部や大学院に社会人に係る特別入試での受入

れ人数，教育訓練講座については受講対象者の受入れ

人数に応じて特別補助を増額するという仕組みであっ

た。生涯学習推進特別経費には，他にも「夜間大学院・

夜間部･通信教育等」「公開講座･施設等の開放」が

あった。2006年度は，「生涯学習・地域活性化推進特
別経費」と名前を変えたが，そこに含まれるカテゴリ，

配分基準に変更はなかった。

2007～2010年度は，「各大学等の特色を生かせるき
め細やかな支援」という大きなカテゴリの中に，「就

学機会の多様化推進メニュー」があり，その一つに「社

会人・編入学・専門高校卒業者・帰国学生の入学の推

進」という，非伝統学生の入学に関するカテゴリが設

定されていた。「社会人の入学の推進」については，

社会人特別入試の制度により社会人を受け入れている

大学等に人数に応じて交付額が増額された。

2011年度以降は「社会人の組織的な受入れ」という
大カテゴリが登場し，2020年度まで継続された。社会
人を当該年度４月１日時点で満25歳以上の者27)とし，

入学の方式は必須条件ではなくなった。但し，大学に

おいて社会人学生を受入れるための取り組みを，規定

されたものの中から複数実施していることが要件とな

り，その１つには変わらず社会人に対する特別な入学

選抜制度の実施がある。「社会人の組織的な受け入れ」

内には，大きく３つのカテゴリがあった。「正規学生

としての受入れ」では，学部等学生，通信教育学部学

生の数に応じて支援額を決定した。「多様な形態によ

る受入れ」では，科目等履修生，専攻科・別科，履修

証明プログラムの３項目について，学生数や履修証明

書交付人数に応じた金額を支援した。「社会人の受入

れ環境整備への支援」では，補助金交付要件の実施件

数に対して増額している。2012年度から2014年度ま
での３年間は，以上の３つに加え，「学生数等に占め

る社会人等数の割合による増額」が存在した。

　以下には，「社会人の組織的受入れ」カテゴリとし

て交付されていた，2011年～2020年度の10年間の交
付状況を，その内訳と共に示す（図５）。

　これまで，「生涯学習」や「進学機会の多様化」の

要素の一つとして考えられていたものが，2011年度以
降，「社会人の受入れ」というカテゴリとして独立した。

先に示したように，交付に際する社会人学生の定義

を，選抜方式から年齢に変更したのもこのタイミング

であり，この頃から，社会人を大学に入学させるとい

うことが，本格的に目指されていたと推測できる。私

立大学等改革総合支援事業による増額を除けば，2011
～2014年度は，2014年度の5,389,383千円をピークに，
5,000,000千円前後を推移していたが，2015年以降，「学
生等数に占める社会人等数の割合による増額」がなく

なった影響もあり，緩やかに減少し，2019年度以降
は，「多様な形態による受入れ」に対する支援のみと

なり，合計金額も大幅に減少している。また，交付要

件も厳しくなり，2019年度からは規定された数以上の
社会人学生の入学が既にあることに加え，正規課程や

公開講座などで受け入れた社会人のうち，修了後に

図５ ．私立大学等経常費補助金　社会人の受入れに
対する特別補助の交付状況（2011-2020）
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キャリアアップ又はキャリアチェンジの実績がある者

の数について公表することが条件となった。

　はじめは生涯学習という目的で開始した社会人学生

の受入れであったが，徐々に目的が変化し，近年では

職業との関連を強く志向していることがわかる。

「2007年・2015年・2018年」の３つのきっかけについ
ては，2007年以降で支援カテゴリが変化したこと，
2015年以降「学生等数に占める社会人等数の割合によ
る増額」がなくなったこと，2018年については，2019
年以降交付要件，支援額などが大きく変化したことの

時期と重なる。

４．考察 

　ここまで，2000年以降の日本の高等教育政策につ
いて，「非伝統」学生，特に成人学生への施策に着目

して検討してきた。社会人学生をはじめとする成人学

生の存在について認識しながら，その学びの在り方に

ついて議論が進められ，制度が導入されてきたことが

わかった。しかし，こうして様々な議論の元実行され

てきた施策であったが，社会人学生数は停滞し，「学

び直し」「リカレント教育」は進展しているとは言え

ない状況にある。この状況を打開するためには，これ

まで行われてきた「修学意欲のある学生の学ぶ環境の

整備」にとどまらず，より多様な人々が学びにアクセ

スできるような施策を検討すべきではないだろうか。

まずは，政策が想定する成人学生の範囲を広くする

ことが必要だ。年齢的「非伝統」学生として想定され

るのが，社会人として働き，「学び直す」ことを目的

としている人々がほとんどであるというのは，「非伝

統」学生の意味するところからすると狭い範囲にとど

まっている。1970年代以降，高齢化の進行する社会状
況と，生涯学習の観点から，学生として高齢者を想定

したり，中退者や離職者に向けたプログラムを提供し

たり，といった形で，政策においても，社会人以外の

学生に対する言及がなされているケースはあるもの

の，限定的なものである。多様化を志向するのであれ

ば，より多様な学生像を想定した上で，制度設計を行

う必要がある。

次に，成人学生向けとして提供するプログラムの分

野を，広くすることが必要である。生涯学習は，開始

時期や動機が分散しやすい傾向がある。安井による社

会人での大学入学を検討する人を対象に実施した調査

では，大学に入学する目的・動機として「職業に必要

な知識・技能を得たい」が64.8%と最も多かった。し

かし，「体系的・理論的に研究したい」「資格が必要な

専門職に就きたい」「教養を深めたい」「自分を見つめ

直す時間が欲しい」もそれぞれ３割を超え，ニーズが

多様であることが見て取れる28)。社会人を中心とした

「非伝統」学生にとって魅力的だと想定される内容が

極めて限定的である現状は，成人学生の学びのニーズ

の多層性について十分な配慮がなされているとは言い

難い。すべてのニーズを捕捉することは困難である

が，特定分野に限らない，広い学びを提供する方法を

検討すべきではないだろうか。現在正規課程，特に大

学院段階では，さまざまな分野で成人を対象とした学

びを提供しており，正規課程に通いやすくする取り組

みは多数行われているが，成人が正規課程で学び直す

ことに対するハードルは高い。学び直しを推進するの

であれば，科目等履修生や，履修証明プログラムなど

の非正規課程の活用をより進めていくべきではないだ

ろうか。

公開講座として学びの機会が提供されているケース

もあるが，あくまでも公開講座は，大学の地域・社会

への貢献という目的で行われるものであり，単位認定

はされない。一方，わずかではあるものの，公開講座

から科目等履修制度への接続も期待されている29)とい

う調査もあり，大学での学び直しの入口としては有用

であると考えられる。他にも，オンラインでの学習を

活用する方法がある。2012年にCoursera, edX等の国
際的なMOOCs (Massive Open Online Course)が立ち上
がり，2013年には日本国内のプラットフォームであ
る「JMOOC」が提供された。文部科学省でも，多様
な学生の学習を実現する手段としての活用が検討され

ているが，日本では大学の卒業単位として認定される

などの段階には至っていない。単位制度の整備や提供

される教育の質保証など，議論すべき課題も多いが，

今後さらに検討を進めていくべき方向性の一つではな

いだろうか。

　今後，より多様な学生の集う大学を作り上げていく

ためには，まずは様々な事情を抱えた学生が，自分の

ライフスタイルやライフステージに合った学修方法で

学ぶことが可能になるように，より多くの選択肢を用

意することが重要だ。「非伝統」学生の大学での学修

についてのニーズの多層性を把握し，より多様なコン

テンツを提供することによって，これまで「学び直し」

に参加していなかった層の獲得につながる可能性があ

る。このような大学や学修の在り方が社会に受容さ

れ，定着するには政策や制度として公的に整備してい

くことが重要だ。個々の大学の取り組みにのみに頼る
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のではなく，以上で述べたような大学制度・政策の観

点からの整備が求められるのでないだろうか。そし

て，これが社会に定着するためには，実施した施策の

認知拡大が必要である。これまで以上に企業や大学へ

一層働きかけていくことが重要である。

５．結論と課題

　本稿では，大学における年齢的「非伝統」学生であ

る成人学生に関連するこれまでの政策・施策を整理

し，社会人学生を確保する方策について検討を行っ

た。その際には，研究動向の変化があった，2007年・
2015年・2018年という3時点に着目し，議論の展開を
確認した。政府の方針を受けて，生涯学習型から徐々

に今後の社会で活躍する，キャリアアップやキャリア

チェンジを目的とした学びを志向するようになってい

ることがわかった。しかし，社会人等の「非伝統」学

生の学びのニーズは多様であり，修了後の形も多様で

あることから，今後社会からのニーズと，学生からの

ニーズのバランスを踏まえ，既存の施策よりも対象を

広げた，正規課程以外での学びに対する施策の必要性

を指摘した。

　本稿には限界もある。各大学での個別の取り組みに

着目し，その支援の対象について明らかにすること

で，新たな示唆を得ることができるだろう。また，近

年のリカレント教育の動向をより正確に捉えるには，

経済産業省，厚生労働省との関係についても考慮する

ことが必要だ。その点については，今後の課題とした

い。
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